
 

意匠特許：十分に活用されずに見過ごされている特許 

 

米国意匠特許はメーカーによる製造物品の装飾的意匠、つまり、製造物品の外観

に適用される。スマートフォン、靴、電子機器、タイヤ、消費財などが含まれる

場合がある。 過去 10 年間以上において意匠特許を付与されたトップ企業として、

Samsung Electronics Co., Ltd.（サムスン電子）、Nike, Inc.（ナイキ）、Sony 

Corporation（ソニー）、Microsoft Corporation（マイクロソフト）、LG Electronics 

Inc.（LG エレクトロニクス）、Proctor + Gamble Company（プロクター・アンド・

ギャンブル）、Goodyear Tire + Rubber Company（グッドイヤー・タイヤ・アン

ド・ラバー・カンパニー）などが挙げられる。 

 

米国意匠特許は、実用特許に累加して申請することができるため、製造物品がど

のように作動/ 機能するかのみならず、表面上の装飾および/ または製造物品の構

成設定方法等の特有の特長にも適用される。 米国意匠特許は、付与から 15 年間有

効であり、維持手数料は不要で、優先権の主張ができるのはわずか 6 か月間であ

る。 意匠特許は実用特許に変更することができるが、求められる保護が異なるこ

とから、それぞれ個別の数字を使用することが推奨される。 

 

米国の意匠特許は、特許請求される意匠の単一の特長ではなく、特許における図

面によって定義される。 従って、意匠の外観を完全に開示するような、十分な数

量の図や画像を用意することが重要である。 通常、図や画像には斜視図、正面図、

背面図、上面図、底面図および側面図が含まれる。全ての図や画像間に一貫性が

あることが重要である。図面の変更によって、新たな事項が生じることがあるた

め、提出後の図面修正は難しい場合がある。 

 



 

米国意匠特許は実質的な審査において、実用特許と同じ要件、つまり新規性と発

明性を満たさなければならない。 以下の表に示すように、実用特許は、依然とし

て、米国内で申請される特許の大部分に相当する。 

 
表 1 

申請または付

与された年度 
実用特許申請

件数の合計 
意匠特許申請

件数 
実用特許付与

件数の合計 
意匠特許付与

件数 

2015 589,410 39,097 298,407 25,986 

2014 578,802 35,378 300,677 23,657 

2013 571,612 36,034 277,835 23,468 

 
 

過去数年間、米国意匠特許の執行に注目が集まってきたが、とりわけ、Apple Inc. v. 

Samsung Electronics Co., Ltd.（アップル社 対 サムスン電子）の事例がそうである。

1871 年にまで遡る侵害の基準とは、「観察者には、通常の購入者が払うような注

意を伴っても、2 つの意匠が実質的に同じに見える」というものだった。従来技術

の観点に立脚して通常の観察者試験を実施すべく、この基準は 2008 年に改訂され

た。申請から決定までの期間（出願から付与までの期間）が通常は 1 年未満であ

ることから、意匠特許は、一般的には、迅速な法的手続目的で利用されてきた。 


